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公 告 第  53号
令和 8年 7月 21日

分任契約担当官

陸上自衛隊九州補給処

調達会計部長 園田 直

以下のとお リー般競争入札を実施するので「入札及び契約心得」及び「契約条項」を承知の上参加 されたい。

記

1 調達内容
(1)購入等件名及び数量
令和 8年度 (9～ 3月 )日 達原駐屯地で使用する電気
(予定契約電力 :1,900kw、 予定使用電力量 :4,120,000kwh)

(2)規格、仕様
仕様書のとおり (再エネ比率 1.100% 2.60% 3.30% 4.0%)
(3)使用期間
令和 8年 9月 1日 00:00～ 令和 9年 3月 31日 24:00
(4)需要場所
陸上自衛隊目達原駐屯地 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
(5)入札の方法
入札書に記載する金額は、各社において設定する契約電力に対する単価 (基本料金単価)及び使用電
力量に対する単価 (電力量料金単価)を根拠 とし、あらかじめ官側が別途提示する月毎の予定契約電力
及び予定使用電力量に基づき算出した各月の対価の年間総価を入札金額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税に相当する額を加算 した

金額 (当該金額に 1円 未満の端数があるときは、その端数金額を切 り捨てるものとする。)を もって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積っ

た契約金額から消費税相当分を差 し引いた金額を入札書に記載すること。
※入札書に記載する金額の算定に当たっては、力率割引又は割増、発電費用等に係る燃料価格変動の調
整額及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮 し

ないこととする。

(6)落札決定方法
総価により決定する。総価が予定価格の範囲内の最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

2 競争参加資格
(1)予算決算及び会計令第 70条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当す
る。

(2)予算決算及び会計令第 71条の規定に該当しない者であること。
(3)防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に
係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
(4)前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人間関係のある者であって、当該者と同種の物品
の売買又は製造若 しくは役務請負について防衛省と契約を行お うとする者でないこと。
(5)原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由を該当
する省指名停止権者が認めた場合には、この限りでない。

(6)防衛省競争参加資格 (全省庁統一資格)の資格審査結果通知書を受けた者のうち令和 7・ 8。 9年度を保
有し、「物品の販売」がD等級以上に格付されており、それぞれ競争参加可能地域が九州 。沖縄地域の競争
参加資格を有する者であること。

(7)電気事業法第 2条の 2の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者であること。



(8)予算決算及び会計令第 73条の規定に基づき、分任契約担当官が定める入札参加資格者 として、二酸化
炭素排出原単位、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、グリーン電力証書の譲渡及び需
要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組並びに電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報の開示
に関し、入札説明書において示す入札適合条件を満たすこと。
(9)「RE100 TECmICAL CRITERIA」 の用件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することとし、仕様書に
示した再生可能エネルギー比率を満たす再生可能エネルギー電源の割当計画書等を提出すること。
(10)入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。

3 入札等に関する事項
(1)入札及び入札説明書等に関する問い合わせ先
〒 842-0032 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
陸上 自衛隊 目達原駐屯地 九州補給処調達会計部契約課 第 2契約班 (仮設庁舎 B棟 2階 )
電 話 :0952-52-2161 内線 2319 (担 当 :屋地 )
FAX:0952-52-3748
mail : fin―wadep@inet.gsdf.mOd.g。 .Jp

(2)入札説明書の交付
令和 8年 7月 21日 (火)～
8時 30分から 17時 00分 (12時から 13時の間 |ま除く)
陸上自衛隊目達原駐屯地 九州補給処調達会計部契約課第 2契約班 (仮設庁舎 B棟 2階 )
入札説明書については、担当者と調整の上、受領されたい。
(3)入札の日時及び場所
令和 8年 7星_31日 (金)15時 00分  グループ 1.再エネ比率100%
令和 8年 7月 31日 (金)15時 20分  グループ 2.再エネ比率 60%
令和 8年 7月 31日 (金)15時 40分 グループ 3.再エネ比率 30%
令和 8年 7月 31日 (金)16時 00分  グループ 4 再エネ比率 0%
陸上自衛隊目達原駐屯地 九州補給処総務部管理課糧食班幹部食堂
(4)入札実施要領
ア 再エネ比率 100%で 応札をできる者がいる場合 グループ 1の人札を実施する。
この場合において、初度の入札で決定 しなかった場合、直ちに再度入札を実施する。そのため再度
入札への入札を希望する場合は、再度入札のための入札書を準備のこと。
イ グループ 1の入札において落札者がいなかった場合、あるいは応札者が無かった場合、グループ 2
の入札を実施する。同様にグループ 3及びグループ 4を実施する。各グループにおいて落札に至った
場合、以降の入札は全て実施 しない。

4 保証金
(1)入札保証金 免除
但し、落札者が契約を結ばないときには、入札金額に消費税相当額を加算した額の 100分 の 5に相
当する金額以上を違約金として徴収する。
(2)契約保証金 免除
但 し、契約者が契約を履行 しないときには、契約金額の 100分 の loに相当する金額以上を違約金
として徴収する。

5 人札の無効
1)入札資格のない者の入札 (「適合証明書」、 「再生可能エネルギー電源割当計画書」の提出は必須 )
2)入札に関する条件に違反 した者の入札
3)入札金額が明瞭でない入札及び入札者が誰であるか識別 し難い人札
4)電報、電話、FAXに よる入札
5)郵便入札の場合、期限までに到着しなかつた入札書
6)暴力団排除に関する誓約に虚偽があった場合又は誓約に違反する事態が生じた場合

6 契約書作成の要否 要

7 適用する契約条項
(1)談合等の不正行為に関する特約条項及び暴力団排除に関する特約条項
(2)単価契約に関する特約条項



8 その他
(1)郵便による入札は、令和 8年 7月 30日 (木)17時 OO分 までに必着とする。なお封書には社名、
入札日時及び件名を、また朱書きで入札書在中と明記すること。到着の有無を確認すること。
(2)競争参加者は、提出した入札書の変更及び取 り消しをすることができない。
(3)代表者以外が入札に参加する場合は、委任状を入札前に提出すること。
(4)第 2項 (6)に示す資格審査結果通知書 (写)を令和 8年 7月 28日 (火)12時 00分までに提出する
こと。

(5)本件入札においては郵便入札を可とする。
(6)そ の他の事項については、入札説明書による。
(7)「適合証明書」及び 「再生可能エネルギー電源割当計画書」の提出期限は令和 8年 7月 28日 (火 )
12時 00分までとする。但し、令和 8年 7月 15日 (水 )の入札参加者については提出を省略できる。
(8)請負業童の請求額璧対_する官側に発生する振込手数料は、請負業者の負担とする^



件  名 令和 8年度 (9～ 3月 )

目達原駐屯地で使用する電気

1/3図面番号

図 名 表  紙 縮  尺

総務部長 営繕班長管理課長 工事企画係長 電気係長 担  当
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件  名 令和
8年度 (9～ 3月 )

目達原駐屯地で使用する電気
図面番号 2//3

図  名 仕様書 縮 尺

仕   様   書

1件  名 :令和 8年度 (9～ 3月 )目達原駐屯地で使用する電気

2概  要
(1)需給場所 陸上自衛隊 目達原駐屯地

佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
官公署 (国家事務 )(2)業種及び用途

3仕  様
(1)供給電気方式、供給電圧、計量電圧、標準周波数、電気方式及び蓄熱式負荷設備
ア 供給電気方式         交流 3相 3線式
イ 供給電圧 (標準電圧)     20, 000V
ウ 計量電圧 (標準電圧)     20, 000V
工 標準周波数          60Hz
オ 受電設備の総容量       9, 4 1 5kVA
力 電気方式           22, 000V常 時 1回線・予備線 1回線受電
キ コンデンサー取付容量     1 6 0kvar× 5台
ク 蓄熱式負荷設備

(ア)三菱電機 (PUHY―P5601M―B+STY―P29C)蓄熱槽容量 2.9ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、計量電圧 (標準電圧)200V
(イ)三菱電機 (PUHY―P45側Ⅲ―E+STY― P26M―E)蓄熱槽容量 2.6ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(ウ)ダイキン (RSXYP450P+RSWP400P■ SSPl174P)蓄熱槽容量 2.58ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(工)三菱電機 (PUHY一P560MKH+STY― P26M― E)十 (PⅢY―P450MKH+STY― P26M―E)蓄熱槽
容量 2.6ピ ×2台昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準
電圧)200V
(オ)日 立 (MS― P355FCHT+RT―P500TW)蓄熱槽容量 2.98ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
ケ 非常用自家発電設備   定期検査、事故時等の供給の必要無し

5 0 0kVA× 1台  15 0kVA× 1台
100kVA× 1台  7 5kVA× 2台 4 5kVA× 1台
3 0kVA× 1台  12.5kV A× 2台

(2)契約電力及び予定使用電力量
ア 契約電力           常時 1, 900kW  予備線   1, 900kw

(契約電力とは、契約上使用できる電気の最大電力を

いい、 30分最大需要電力計により計測された値が
原則 としてこれを越えないものとする。)

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



件  名 令和 8年度 (9～ 3月 )
日達原駐屯地で使用する電気

図面番号 3//3

図  名 仕様書 縮 尺

イ 予定使用電力量        4, 120, 000kWh
(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 1の通り)

ウ 蓄熱式負荷設備予定使用電力量 36, 780kWh(5箇 所分)

夜間蓄熱運転時間における熱量の使用

(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 2の通り)
工 力率             100%(平 均)

(参考 :月 別予定力率は、別紙第 1の通り)
(3)供給電気の種類等
「RE100 TECⅢ ICAL CRITERIA」 の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することと

し、その電気は再エネ比率100%と すること。
「RE100 TECⅢICAL CRITERIA」 の概要を参照 (駆 100の細部については、Going 100%― RE100

(https:/んw.there100.org/technical― guidance)を確認すること。)

(4)履行期間
自令和 8年 9月 1日 00:00  至令和 9年 3月 31日 24:00ま で
(5)電力量の検針
自動検針装置            有り

電力会社の検針方法         遠隔自動検針

(6)需給地点
目達原駐屯地が設置した構内 1号及び 2号開閉所内開閉器の電源側接続点
(7)計量地点
目達原駐屯地が設置した特高受電所のVCT盤 内
(8)保安責任分界点
需給地点に同じ

(9)財産区分
需給地点に同じ、但し計量地点に設置した計量装置は九州地区の一般電気事業者の所

有とする。

4その他
(1)託送契約 (契約電力)は履行期間までとし、来年度契約 (R9年度4月 1日 )の履行時において
部隊の負担 (臨時清算対象)が発生しないこと。

(2)フ リッカー発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に保有しない。
(3)パルスの供給がおこなえること (目達原駐屯地所有のデマンドコントロール装置用)
(4)仕様書に定めのない事項については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定
規模需要の標準供給条件による。

(5)入札価格の算定にあたっては、力率100パーセントとし、燃料調整費、太陽光発電促進付加
金及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金

は考慮しないこと。

(6)供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料を、
書面 (付紙第 1)で半期ごと提出することとする。
(7)二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、グリーン
電力証書の譲渡に関し、入札説明書別紙第 2-1に掲げる条件を満たすこと。

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



(注 )

昼間電力量

夜間電力量

ピーク電力量

土曜休 日等電力量

別 紙 第 1

月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年 9月 ～令和 9年 3月 )

毎 日午前 8時から午後 10時までの使用電力量。

ただしピーク時間ならびに休 日等 (日 曜日、 「国民の祝 日に関する法律」に

規定する休 日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12

月 30日 および 12月 31日 )の該当する時間で使用する電力量を除く。

ピーク電力量および昼間電力量以外の電力量。

夏期 (7月 1日 から9月 30日 )の毎日午後 1時から午後 4時までの電力使

用量。

ただし休 日等に該当する時間で使用する電力量を除く。

土曜 日ならびに休 日等 (日 曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に規定する体

日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12月 30日 お

よび 12月 31日 )で使用する電力量。

項 目
使用電力量

(kWh)

最大電力

(kW)

時間帯別使用 1 時間帯別使用 2
力率

(%)

昼間電力量

(kWh)

夜間電力量

(kWh)

ピーク電力量

(kWh)

土曜休日等電力量

(kWh)

左記以外電力量

(kWh)
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） 580,000 1,830 284,200 203,000 92,800 121,800 458,200 100

10 460,000 1,500 294,400 165,600 105,800 354,200 100

11 530,000 1,800 333,900 196,100 106,000 424,000 100

12 620,000 1,800 378,200 241,800 136,400 483,600 100

620,000 1,900 421,600 198,400 130,200 489,800 100

９

“ 700,000 1,900 462,000 238,000 126,000 574,000 100

Ｑ
υ 610,000 1,800 402,600 207,400 109,800 500,200 100

合 計 4,120,000 2.576.900 1.450,300 92.800 836.000 3.284.000
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別 紙 第 2

蓄 熱 式 負 荷 設 備 月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年9月 ～令和 9年 3月 )

目
使用電力量 (22:00～ 08:00)

既 設 (1)
(kWh)

既 設 (2)
(kWh)

既 設 _(3)
(kWh)

既 設 (4)
(kWh)

既 設 (5)
(kWh)

計
(kWh)

4

5

6

7

8

9 2,200 580 1,700 3,500 1,550 9,530

10 1,100 0 320 650 300 2,370

11 760 280 280 580 250 2,150

12 1,100 680 900 1,800 900 5,380

1 1,200 1,060 1,100 2,350 960 6,670

2 1,000 710 1,000 2,200 920 5,830

3 610 280 950 2,100 910 4,850

△
=準匡|口 |

7,970 3,590 6,250 13,180 5,790 36,780



付紙第 1

提出様式例

2000年○月○日

特 定 電 源 割 当 証 明 書

●●●●

○〇 〇〇 様

OO県 OO市 OO
株式会社0000
代表取締役 OO OO 印

2000年 O半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。
また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第二者へも移転されていないこ
とをここに証する。

1 お客様情報
お客様番号

需要施設名

需要施設住所

契約電力

OOOO
OOOO
OO県 OO市 OO
OOOOkW

2 供給期間

2000年0月 0日 ～0月 0日

と り

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 累積

再エネ由来電力量
(kWh)【 A】
供給電力量
(k VV h)【 B】

再エネ比率
(%)【 A/B】

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳 (0月 )

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量 (kWh)
○○発電所 ○○県○○市○○ 水 カ 00

合計 (kWh)

2 に よ

総辞 (kWh)

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○ ○ 〇年○月○日～〇年○月〇日 ○ ○

合計 (kWh)

l所名 庄所 生可 能 エネル ギー瀬種 類 .転 ■ 壼期間 認 言T番 号



図面番号 1/3件 名 令和 8年度 (9～ 3月 )

目達原駐屯地で使用する電気

図 名 表  紙 縮  尺

管理課長 営繕班長 工事企画係長 電気係長 担 当総務部長
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表紙共6枚
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/gゝ
てフ

ヽ

、

１
／

ユヽ本〓｝”

〆
■
――

資
Ｃ
、

／
ｒ
ヽ
、



件  名
令和 8年度 (9～ 3月 )
日達原駐屯地で使用する電気

図面番号 2//3

図  名 仕様書 縮 尺

仕   様   書

1件  名 :令和 8年度 (9～ 3月 )目 達原駐屯地で使用する電気

2概  要
(1)需給場所 陸上自衛隊 目達原駐屯地

佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
官公署 (国家事務)(2)業種及び用途

3仕  様
(1)供給電気方式、供給電圧、計量電圧、標準周波数、電気方式及び蓄熱式負荷設備
ア 供給電気方式         交流 3相 3線式
イ 供給電圧 (標準電圧)     20, 000V
ウ 計量電圧 (標準電圧)     20, 000V
工 標準周波数          60Hz
オ 受電設備の総容量       9, 4 1 5kVA
力 電気方式           22, 000V常 時 1回線・予備線 1回線受電
キ コンデンサー取付容量     1 6 0kvar× 5台
ク 蓄熱式負荷設備

(ア)三 菱電機 (PUHY― p5601M―B+STY―P29C)蓄熱槽容量  2.9ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、計量電圧 (標準電圧)200V
(イ)三 菱電機 (PUHY― P450MKH― E+STY― P26M―E)蓄熱槽容量 2.6ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(ウ)ダ イキン(RSXYP450P+RSXYP400P+TSSPl174P)蓄熱槽容量 2.58ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(工)三菱電機 (PUHY― P560Ⅸ H+STY―P26M―E)+(PШY―P450Ⅸ H+STY― P26M―E)蓄熱槽
容量 2.6ぽ × 2台昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準
電圧)200V
(オ)日 立 (MS―P355FCHT+RT― P500TW)蓄熱槽容量 2.98ぽ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
ケ 非常用自家発電設備   定期検査、事故時等の供給の必要無し

5 00kVA× 1台  1 50kVA× 1台
1 00kVA× 1台  7 5kVA× 2台 4 5kVA× 1台
3 0kVA× 1台  12.5kVA× 2台

(2)契約電力及び予定使用電力量
ア 契約電力           常時 1, 900kW  予備線   1, 900kw

(契約電力とは、契約上使用できる電気の最大電力を

いい、 30分最大需要電力計により計測された値が
原則としてこれを越えないものとする。)

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



件  名
令和 8年度 (9～ 3月 )
目達原駐屯地で使用する電気

図面番号 3//3

図  名 仕様書 縮 尺

イ 予定使用電力量        4, 120, 000kWh
(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 1の通り)

ウ 蓄熱式負荷設備予定使用電力量 36, 780kWh(5箇 所分 )

夜間蓄熱運転時間における熱量の使用

(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 2の通 り)
工 力率             100%(平 均)

(参考 :月 別予定力率は、別紙第 1の通り)
(3)供給電気の種類等
「RE100 T∝ⅢICAL CRITERIA」 の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給することと

し、その電気は再エネ比率60%と すること。
「RE100 TECHNICAL CRITERIA」 の概要を参照(RE100の 細部については、Going 100%― RE100

(https://www.there100.org/technical― guidance)を確認すること。)

(4)履行期間
自令和 8年 9月 1日 00:00  至令和 9年 3月 31日 24:00ま で
(5)電力量の検針
自動検針装置            有り

電力会社の検針方法         遠隔自動検針

(6)需給地点
目達原駐屯地が設置した構内 1号及び 2号開閉所内開閉器の電源側接続点
(7)計量地点
目達原駐屯地が設置した特高受電所のVCT盤 内
(8)保安責任分界点
需給地点に同じ

(9)財産区分
需給地点に同じ、但し計量地点に設置した計量装置は九州地区の一般電気事業者の所

有とする。

4その他
(1)託送契約 (契約電力)は履行期間までとし、来年度契約 (R9年度4月 1日 )の履行時において
部隊の負担 (臨時清算対象)が発生しないこと。

(2)フ リッカー発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に保有しない。
(3)パルスの供給がおこなえること (目達原駐屯地所有のデマンドコントロール装置用 )
(4)仕様書に定めのない事項については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定
規模需要の標準供給条件による。

(5)入札価格の算定にあたっては、力率100パーセントとし、燃料調整費、太陽光発電促進付加
金及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金

は考慮しないこと。

(6)供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料を、
書面 (付紙第 1)で半期ごど提出することとする。
(7)二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、グリーン
電力証書の譲渡に関し、入札説明書別紙第 2-1に掲げる条件を満たすこと。

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



(注 )

昼間電力量

夜間電力量

ピーク電力量

土曜休 日等電力量

別 紙 第 1

月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年 9月 ～令和 9年 3月 )

毎 日午前 8時から午後 10時までの使用電力量。
ただしピーク時間ならびに休 日等 (日 曜 日、「国民の祝 日に関する法律」に

規定する休 日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12

月 30日 および 12月 31日 )の該当する時間で使用する電力量を除く。

ピーク電力量および昼間電力量以外の電力量。

夏期 (7月 1日 から 9月 30日 )の毎 日午後 1時から午後 4時までの電力使

用量。

ただし休 日等に該当する時間で使用する電力量を除く。

土曜 日ならびに休 日等 (日 曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に規定する休

日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12月 30日 お

よび 12月 31日 )で使用する電力量。

使用電力量

(kWh)

最大電力

(kW)

時間帯別使用 1 時間帯別使用 2
力率

(%)

昼間電力量

(kWh)

夜間電力量

(kWh)

ピーク電力量

(kWh)

土曜休日等電力量

(kWh)

左記以外電力量

(kWh)

4 // / /ノ
イ //

ｒ
Э // // //
6 // // //
７
‥ ノ/ ノ

/′ //
8 // // //
Ｑ

） 580,000 1,830 284,200 203,000 92,800 121,800 458,200 100

10 460,000 1,500 294,400 165,600 105,800 354.200 100

11 530,000 1,800 333,900 196,100 106,000 424,000 100

12 620,000 1,800 378,200 241,800 136,400 100

620,000 1,900 421,600 198,400 130,200 100

∩
／
“ 700,000 1,900 462,000 238,000 126,000 574,000 100

3 610,000 1,800 402.600 207,400 109.800 500,200 100

合 計 4,120,000 2,576,900 1,450,300 92,800 836,000 3,284,000

項 目

/ ノ/
ノ/ ノ/ ノ/

/ / ノ/ ノ/
/ ノ

// ノ / ノ
ノ
イ

ノ
// ノ/ ノ

// ノ/ ン
ノ
イ

483.60C

489,80C



別 紙 第 2

蓄 熱 式 負 荷 設 備 月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年9月 ～令和 9年 3月 )

目
使用電力量 (22:00～ 08:00)

既 設 (1)
(kWh)

既 設 (2)
(kWh)

既 設 (3)
(kWh)

既 設 (4)
(kWh)

既 設 (5)
(kWh)

計

(kWh)

4

5

6

7

8

9 2,200 580 1,700 3,500 1,550 9,530

10 1,100 0 320 650 300 2,370

11 760 280 280 580 250 2,150

■ 0
■
`う
1,100 680 900 1,800 900 5,380

1 1,200 1,060 1,100 2,350 960 6,670

2 1,000 710 1,000 2,200 920 5,830

3 610 280 950 2,100 910 4,850

△ 二■
匡1口 l

7,970 3,590 6,250 13,180 5,790 36,780



付紙第 1

提出様式例

2000年○月0日

特 定 電 源 割 当 証 明 書

●●●●

○O OO 様

○○県OO市 ○○
株式会社OOOO
代表取締役 OO OO 印

2000年O半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。
また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第二者へも移転されていないこ

とをここに証する。

1 お客様情報
お客様番号

需要施設名

需要施設住所

契約電力

OOOO
OOOO
OO県 OO市OO
0000kW

2 供給期間

2000年0月 0日 ～○月0日

可 エ ネ

2月区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 3月 累 積

電
【

再エネ由来
(k VV h)

力量
A】

供給電力量
(k VV h)【 B】

再エネ比率
(%)【 A/B】

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳 (O月 )

2 よ い の み

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量 (kWh)
○○発電所 ○○県〇〇市○○ 水 力 ○ ○

合計 (kWh)

○ ○○○県〇〇市○○ 太陽光 ○ ○ 〇年0月 ○日～〇年○月○日〇〇発電所

合計 (kWh)

供給 元発電所名 住 所 b億 移転 書 踏霞 期間 諏 群 番 具



図面番号 1/3件 名 令和 8年度 (9～ 3月 )

日達原駐屯地で使用する電気

表  紙 縮 尺図 名

管理課長 営繕班長 工事企画係長 電気係長 担  当総務部長
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R8.6イ旬裁年月陸上自衛隊 目達原駐屯地

令和 8年度 (9～ 3月 )目 達原駐屯地で使用する電気

表紙共6枚



図面番号 2//3令和 8年度 (9～ 3月 )
日達原駐屯地で使用する電気

件  名

縮 尺図  名 仕様書

作成年月 R8.6陸上自衛隊 目達原駐屯地

仕   様   書

1件  名 :令和 8年度 (9～ 3月 )目達原駐屯地で使用する電気

2概  要
(1)需給場所 陸上自衛隊 目達原駐屯地

佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
官公署 (国家事務)(2)業種及び用途

3仕  様
(1)供給電気方式、供給電圧、計量電圧、標準周波数、電気方式及び蓄熱式負荷設備
ア 供給電気方式         交流 3相 3線式
イ 供給電圧 (標準電圧)     20, 000V
ウ 計量電圧 (標準電圧)     20, 000V
工 標準周波数          60Hz
オ 受電設備の総容量       9,4 1 5kVA
力 電気方式           22, 000V常 時 1回線・予備線 1回線受電
キ
｀
コンデンサー取付容量     1 6 0kvar× 5台
ク 蓄熱式負荷設備

(ア)三菱電機 (PUHY― P5601M■ +STY―P29C)蓄熱槽容量 2.9ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、計量電圧 (標準電圧)200V
(イ)三菱電機 (PUHY― P450M剛一E+STY― P26M―E)蓄熱槽容量 2.6ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(ウ)ダイキン(RSXP450P+RSXYP400P■ SSPl174P)蓄熱槽容量 2.58ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(ェ)三菱電機 (PUHY― P560順 H+STY― P26M―E)+(PUHY― P450M剛十STY=P26M― E)蓄熱槽
容量 2.6ポ × 2台昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準
電圧)200V
(オ)日 立 (RAS―P355FCHT+RT―P500TW)蓄熱槽容量 2.98ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準電圧)200V
ケ 非常用自家発電設備   定期検査、事故時等の供給の必要無し

50 0kVA× 1台  150kVA× 1台
1 00kVA× 1台  7 5kVA× 2台 4 5kVA× 1台
3 0kVA× 1台  12.5kVA× 2台

(2)契約電力及び予定使用電力量
ア 契約電力           常時 1, 900kW  予備線   1, 900kw

(契約電力とは、契約上使用できる電気の最大電力を

いい、 30分最大需要電力計により計測された値が
原則 としてこれを越えないものとする。)



図面番号 3//3件  名
令和 8年度 (9～ 3月 )
日達原駐屯地で使用する電気

縮 尺図  名 仕様書

作成年月 R8.6陸上自衛隊 目達原駐屯地

イ ‐予定イ吏用電力量         4, 120, 000kWh
(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 1の通り)

ウ 蓄熱式負荷設備予定使用電力量 36, 780kWh(5箇 所分)
夜間蓄熱運転時間における熱量の使用

(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 2の通り)
工 力率             100%(平 均)

(参考 :月 別予定力率は、別紙第 1の通り)
(3)供給電気の種類等
「RE100 TECHNICAL CRITERIA」 の要件 を満たす再生可能エネル ギー電気 を供給す るこ とと

し、その電気は再エネ比率30%と すること。
「RE100 TECHNImL CRITERIA」 の概要 を参照 (RE100の 細部 については、Going 100%― RE100

(https:/んw.there100.org/technical― guidance)を確認すること。)

(4)履行期間
自令和 8年 9月 1日 00:00  至令和 9年 3月 31日 24:00ま で
(5)電力量の検針
自動検針装置            有り

電力会社の検針方法         遠隔自動検針

(6)需給地点
目達原駐屯地が設置した構内 1号及び 2号開閉所内開閉器の電源側接続点
(7)計量地点
目達原駐屯地が設置した特高受電所のVCT盤 内
(8)保安責任分界点
需給地点に同じ

(9)財産区分
需給地点に同じ、但し計量地点に設置した計量装置は九州地区の一般電気事業者の所

有とする。

4その他
(1)託送契約 (契約電力)は履行期間までとし、来年度契約 (R9年度4月 1日 )の履行時において
部隊の負担 (臨時清算対象)が発生しないこと。

(2)フ リッカー発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に保有しない。
(3)パルスの供給がおこなえること (目達原駐屯地所有のデマンドコントロール装置用 )
(4)仕様書に定めのない事項については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定
規模需要の標準供給条件による。

(5)入札価格の算定にあたっては、力率100パーセントとし、燃料調整費、太陽光発電促進付加
金及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金

は考慮しないこと。

(6)供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料を、
書面 (付紙第 1)で半期ごと提出することとする。
(7)二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、グリーン

電力証書の譲渡に関し、入札説明書別紙第 2-1に掲げる条件を満たすこと。



(注 )

昼間電力量

夜間電力量

ピーク電力量

土曜体口等電力量

別 紙 第 1

月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年 9月 ～令和 9年 3月 )

毎日午前 8時から午後 10時までの使用電力量。

ただしピーク時間ならびに休 日等 (日 曜 日、「国民の祝 日に関する法律」に

規定する休 日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12

月 30日 および 12月 31日 )の該当する時間で使用する電力量を除く。

ピーク電力量および昼間電力量以外の電力量。

夏期 (7月 1日 から 9月 30日 )の毎 日午後 1時から午後 4時までの電力使

用量。

ただし休 日等に該当する時間で使用する電力量を除く。

土曜 日ならびに休 日等 (日 曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に規定する休

日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12月 30日 お

よび 12月 31日 )で使用する電力量。

項 目
使用電力量

(kWh)

最大電力

(kW)

時間帯別使用 1 時間帯別使用 2
力率

(%)

昼間電力量

(kWh)

夜間電力量

(kWh)

ピーク電力量

(kWh)

土曜休日等電力量

(kWh)

左記以外電力量

(kWh)

4 E≡≡了 // // //
5 L∠三二// //
ρ
０ // //
７
‘ // ′// //
（Ж
） // ′// //
9 580,000 1,830 284,200 203, 000 92,800 121,800 458,200 100

10 460,000 1,500 294,400 165,600 105,800 354,200 100

11 530,000
ｎ
〉
０
）

Ｏ
ё 333,900 196,100 106,000 424,000 100

12 620.000 1,800 378,200 241、 800 136.400 483,600 100

620.000 1,900 421,600 198,400 130,200 489,800 100

９

“ 700,000 1,900 462,000 238,000 126.000 574,000 100

（
６ 610,000 1,800 402,600 207,400 109,800 500,200 100

合計 4,120,000 2,576,900 1,450,300 92,800 836,000 3,284,000



別 紙 第 2

蓄 熱 式 負 荷 設 備 月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年9月 ～令和 9年 3月 )

目
使用電力量 (22:00～ 08:00)

既 設 (1)
(kヽVh)

既 設 (2)
(kWh)

既 設 (3)
(kWh)

既 設 (4)
h)( k W
既 設 (5)
h)( k W

計

(kWh)

4

5

6

7

8

9 2,200 580 1,700 3,500 1,550 9,530

10 1,100 0 320 650 300 2,370

11 760 280 280 580 250 2,150

12 1,100 680 900 1,800 900 5,380

1 1,200 1,060 1,100 2,350 960 6,670

2 1,000 710 1,000 2,200 920 5,830

3 610 280 950 2,100 910 4,850

△ 曇↓
匡:口 |

7,970 3,590 6,250 13,180 5,790 36,780



付紙第 1

提出様式例

2000年 0月 0日

特 定 電 源 割 当 証 明 書

●●●●

OO OO 様

OOttOO市 OO
株式会社0000
代表取締役 OO ○ ○ 印

2000年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。
また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第二者へも移転されていないこ
とをここに証する。

1 お客様情報
お客様番号

需要施設名

需要施設住所

契約電力

OOOO
OOOO
OOttO O市 OO
OOOOkW

2 供給期間

2000年 0月 0日 ～○月0日

3 エネルギー由 月の内訳は とおり)

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 累積

再エネ由来電力量
(kWh)【 A】
供給電力量
(kWh)【 B】
再エネ比率
(%)【 A/B】

供 給元発 電所 名 住 所 再 生可 能 エネル ギー源種類 1当電力量 (kWh)
○○発電所 ○○県OO市 ○○ 水 力 ○ ○

合計 (kWh)

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳 (○ 月)

2 境 価

L所 1間

○○発電所 ○○県OO市 ○○ 太陽光 ○ ○ 〇年○月○ 日～〇年○月○ 日 ○ ○

合 計 (kWh)

総計 (kWh)

再 牛 可 能 ェ ネ元 桑 雪 所 名 レギー源種類 環境価値移転量



図面番号 1/3件 名 令和 8年度 (9～ 3月 )

日達原駐屯地で使用する電気

図  名 表  紙 縮  尺

総務部長 管理課長 営繕班長 工事企画係長 電気係長 担  当
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件  名
令和 8年度 (9～ 3月 )
目達原駐屯地で使用する電気

図面番号 2//3

図  名 仕様書 縮 尺

仕   様   書

1件  名 :令和 8年度 (9～ 3月 )目達原駐屯地で使用する電気

2概  要
(1)需給場所 陸上自衛隊 目達原駐屯地

佐賀県神埼郡吉野ヶ里町立野 7-1
官公署 (国家事務)(2)業種及び用途

3仕  様
(1)供給電気方式、供給電圧、計量電圧、標準周波数、電気方式及び蓄熱式負荷設備
ア 供給電気方式         交流 3相 3線式
イ 供給電圧 (標準電圧)     20, 000V
ウ 計量電圧 (標準電圧)     20, 000V
工 標準周波数          60Hz
オ 受電設備の総容量       9, 4 1 5kVA
力 電気方式           22, 000V常 時 1回線 。予備線 1回線受電
キ コンデンサー取付容量     1 6 0kvar× 5台
ク 蓄熱式負荷設備

(ア)三菱電機 (PШY―P5601M―B+STY― P29C)蓄熱槽容量 2.9ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、計量電圧 (標準電圧)200V
(イ)三菱電機 (PUHY―P450MKH― E+STY― P26M―E)蓄熱槽容量 2.6ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(ウ)ダイキン(RSXP450P+RSWP400P+TSSPl174P)蓄 熱槽容量 2.58ピ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
(工)三菱電機 (PUHY―P560MKH+STY― P26M― E)+(PUHY― P450ⅨH+STY― P26M―E)蓄熱槽
容量 2.6ピ ×2台昼間時間から夜間時間への負荷移行を行つている、 計量電圧 (標準
電圧)200V
(オ)日 立 (MS―P355FCHT+RT―P500TW)蓄熱槽容量 2.98ポ
昼間時間から夜間時間への負荷移行を行っている、 計量電圧 (標準電圧)200V
ケ 非常用自家発電設備   定期検査、事故時等の供給の必要無 し

5 0 0kVA× 1台  1 50kVA× 1台
1 0 0kVA× 1台  7 5kVA× 2台 4 5kVA× 1台
3 0kVA× 1台  12.5kV A× 2台

(2)契約電力及び予定使用電力量
ア 契約電力           常時 1, 900kW  予備線   1, 900kw

(契約電力とは、契約上使用できる電気の最大電力を

いい、 30分最大需要電力計により計測された値が
原則 としてこれを越えないものとする。)

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



件  名
令和 8年度 (9～ 3月 )
目達原駐屯地で使用する電気

図面番号 3//3

図  名 仕様書 縮 尺

イ 予定使用電力量        4, 120, 000kWh
(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 1の通り)

ウ 蓄熱式負荷設備予定使用電力量 36, 780kWh(5箇 所分)

夜間蓄熱運転時間における熱量の使用

(参考 :月 別予定使用電力量は、別紙第 2の通り)
工 力率             100%(平 均 )

(参考 :月 別予定力率は、別紙第 1の通り)
(3)履行期間
自令和 8年 9月 1日 00:00  至令和 9年 3月 31日 24:00ま で
(4)電力量の検針
自動検針装置            有り

電力会社の検針方法         遠隔自動検針

(5)需給地点
目達原駐屯地が設置した構内 1号及び 2号開閉所内開閉器の電源側接続点
(6)計量地点
目達原駐屯地が設置した特高受電所のVCT盤 内
(7)保安責任分界点
需給地点に同じ

(8)財産区分
需給地点に同じ、但し計量地点に設置した計量装置は九州地区の一般電気事業者の所

有とする。

4その他
(1)託送契約 (契約電力)は履行期間までとし、来年度契約 (R9年度4月 1日 )の履行時において
部隊の負担 (臨時清算対象)が発生しないこと。

(2)フ リッカー発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に保有しない。
(3)パルスの供給がおこなえること (目 達原駐屯地所有のデマンドコントロール装置用)
(4)仕様書に定めのない事項については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定
規模需要の標準供給条件による。

(5)入札価格の算定にあたっては、力率100パーセントとし、燃料調整費、太陽光発電促進付加
金及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金

は考慮しないこと。

陸上自衛隊 目達原駐屯地 作成年月 R8.6



(注 )

昼間電力量

夜間電力量

ピーク電力量

土曜休 日等電力量

別 紙 第 1

月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年 9月 ～令和 9年 3月 )

毎 日午前 8時から午後 10時までの使用電力量。

ただしピーク時間ならびに休 日等 (日 曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に

規定する休 日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12

月 30日 および 12月 31日 )の該当する時間で使用する電力量を除く。

ピーク電力量および昼間電力量以外の電力量。

夏期 (7月 1日 から 9月 30日 )の毎 日午後 1時から午後 4時までの電力使

用量。

ただし休 日等に該当する時間で使用する電力量を除く。

土曜 日ならびに休 日等 (日 曜 日、 「国民の祝 日に関する法律」に規定する体

日、 1月 2日 、 1月 3日 、 4月 30日 、 5月 1日 、 5月 2日 、 12月 30日 お

よび 12月 31日 )で使用する電力量。

項 目

月

使用電力量

(kヽVh)

最大電力

(kW)

1

昼間電力量 夜間電力量 ピーク電力

kWh kヽVh kWh

時間帯別使用 2
力率

(%)

土曜休日等電力量

(kWh)

左記以外電力量

(kWh)

4 // //
5 // //
6 // //
７

‘

ノ ″

ノ
/ //

8 // //′ //
9 580,000 1,830 284,200 203,000 92,800 121,800 458,200 100

10 460,000 1,500 294,400 165,600 105,800 354.200 100

11 530,000 1,800 333,900 196,100 106,000 424,000 100

12 620,000 1,800 37 200

421 600

241,800 136,400 483,600 100

620,000 1,900 198,400 130,200 489,800 100

９

“ 700,000
∩
Ｖ
Ｏ

〉

Ｏ
υ 462.000 238.000 126,000 574,000 100

（６ 610.000
∩
Ｖ
Ｏ
〉 402.600 207.400 109,800 500,200 100

合 計 4,120,000 2.576,900 1,450,300 92,800 886.000 3.284.000



別 紙 第 2

蓄 熱 式 負 荷 設 備 月 別 予 定 使 用 電 力 量

(令和 8年9月 ～令和 9年 3月 )

目
使用電力量 (22:00～ 08:00)

既 設 (1)
(kヽVh)

既 設 (2)
(kWh)

既 設 (3)
(kWh)

既 設 (4)
(kヽVh)

既 設 (5)
(kWh)

計

(kWh)

4

5

6

7

8

9 2,200 580 1,700 3,500 1,550 9,530

10 1,100 0 320 650 300 2,370

11 760 280 280 580 250 2,150

12 1,100 680 900 1,800 900 5,380

1 1,200 1,060 1,100 2,350 960 6,670

2 1,000 710 1,000 2,200 920 5,830

3 610 280 950 2,100 910 4,850

△ ユ
匡|口 |

7,970 3,590 6,250 13,180 5,790 36,780


